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本論文では，建設時から将来にわたって廃棄物処分場の環境安全性を持続ならびに保障するため，処分

場内の水溶性有害物質の封じ込めに加え，水溶性有害物質の浄化促進をも期待できる鋼管矢板遮水壁を解

析的に提案している．具体的には，有害物質の封じ込めおよび浄化促進が求められる海面廃棄物処分場に

対して，廃棄物埋立護岸の一つである鋼管矢板遮水壁の継手箇所に遮水・浄化促進技術を適用し，有害物

質の封じ込めおよび浄化促進を図り，更なる環境安全性を追究するものである．本論文の成果として，鋼

管矢板遮水壁の継手部材であるH-H継手に遮水・浄化促進技術を適用することで，処分場内の水溶性有害

物質の封じ込め，ならびに浄化促進機能を有する鋼管矢板遮水壁の構築が可能であることを明らかにした． 
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1.  はじめに 
 

(1)   海面廃棄物処分場にて要求される性能 

我が国では従来，山間谷地部の水源地帯に比較的小規

模な廃棄物処分場（以後，“内陸廃棄物処分場”と称す

る）を建設することが一般的であった．しかしながら，

近年では水源地の保全を図り，処分場からの浸出水によ

る地下水汚染を防ぐため，都市部の港湾域に大規模展開

する海面廃棄物処分場が建設される例が増えている 1)． 

海面廃棄物処分場では，港湾保全との整合を図りつつ

廃棄物を埋立処分する空間を確保するため，廃棄物埋立

護岸が建設される（図-1 参照）．この廃棄物埋立護岸

には地震，波浪，高潮および津波等の海域特有の諸外力

から埋立地を護る護岸機能とともに，処分場内からの水

溶性有害物質を含有し得る浸出水が海域へ流出すること

を防ぐ遮水工としての機能（以後，“封じ込め”と称す

る）が要求される 2)．近年では，大水深施工が可能な継

手を有する鋼管矢板が，その施工性および経済性の観点

から廃棄物埋立護岸として海面廃棄物処分場を中心に広

く用いられている．以後では，鋼管矢板によって構築さ

れる廃棄物埋立護岸（側面遮水工）を“鋼管矢板遮水

壁”と称する． 

鋼管矢板が初めて矢板式岸壁に用いられた 1960 年代

以来，処分場内に存在する水溶性有害物質の流出に多大

な影響を及ぼす継手箇所に関しては様々な取組みがなさ

れ，その結果，継手箇所の遮水性能は著しい進歩を遂げ

ている 3)．しかしながら，いずれの取組みも継手箇所の

透水係数を低下させる議論に終始しており 3)，長期的に

みると，海面廃棄物処分場における鋼管矢板遮水壁の継

手箇所からの水溶性有害物質の流出量の低減は図れてい
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図-1 海面廃棄物処分場における廃棄物埋立護岸 
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るものの，半永久的な封じ込めには至っていないのが現

状である． 

海面廃棄物処分場の建設に際しては，上述の側面のみ

ならず底面の遮水工構造に対しても水溶性有害物質の封

じ込め機能が求められている．さらに，海面廃棄物処分

場では，内陸廃棄物処分場のような浸出水集排水設備

（図-2 参照）の設置が義務付けられていない 2)．そのた

め，海面廃棄物処分場の多くは，処分場内に存在する水

溶性有害物質の浄化を促進する能力を有していない．す

なわち，海面廃棄物処分場において埋め立てられた廃棄

物中に存在する水溶性の有害物質は，廃棄物処分場の封

じ込め概念によって半永久的に管理されることになる．

なお，本論文では廃棄物処分場における埋立廃棄物層か

ら水溶性有害物質が除去されることを「浄化」として定

義している．一方，廃棄物を埋め立てることによって造

成された海面廃棄物処分場は，港湾機能や都市機能など

のための用地として利用（以後，“跡地利用”と称す

る）するという目的も有している 4)．そのため，浸出水

集排水設備を有さない処分場において封じ込められた状

態で存在する水溶性有害物質は，海面廃棄物処分場の跡

地を利用する際に障害をきたすことも十分考えられる．

よって，海面廃棄物処分場の建設から跡地利用に至るラ

イフサイクルを考慮した場合，処分場内に存在する水溶

性有害物質の封じ込め，ならびに水溶性有害物質の浄化

促進技術についても検討する必要があると考えられる． 

次節以降では，海面廃棄物処分場にて要求される性能

である水溶性有害物質の「封じ込め」および「浄化促

進」に関する課題を具体的に説明するとともに，それら

課題に対する解決策を提案する． 

 

(2)   有害物質の封じ込め 

側面および底面遮水工に求められる遮水性能の基準と

して，不透水性地盤が存在しない箇所については厚さ50 

cm以上，且つ透水係数1.0×10-8 m/s以下の遮水工を設置し

なければならない2)．しかしながら，高い遮水性能を有

する側面・底面遮水工を構築することによって廃棄物浸

出水の発生量を低減することは可能であっても，廃棄物

浸出水の発生を完全に阻止する側面・底面遮水工を建設

することは技術的に困難である．さらに，側面および底

面遮水工の遮水性能が透水係数で規定されており，概念

的にも水溶性有害物質の封じ込めを達成することは不可

能であると考えられる．すなわち，現時点においては廃

棄物処分場に起因する周辺環境の汚染を完全に阻止でき

ていない． 

海面廃棄物処分場における水溶性有害物質の完全な封

じ込めを達成するためには，透水係数で規定されている

現在の遮水性能に対して，概念的な部分から転換を図る

必要があると考えられる． 

(3)   有害物質の浄化促進 

廃棄物処分場における浸出水集排水設備は，廃棄物内

の有害物質の安定化を図る場合に重要な役割を担ってい

る．しかしながら，海面廃棄物処分場においては，底面

遮水工として処分場建設以前から原地盤として元来堆積

した自然体積粘土層を利用することが一般的であり，浸

出水集排水管の水中施工が困難であることから，浸出水

集排水設備の設置が義務付けられていない2)．近年では，

海面廃棄物処分場における廃棄物浸出水の集排水設備と

して，処分場内に集水ポンドが設置されることがある

（図-3参照）．しかしながら，処分場内に集水ポンドを

設置した場合，処分場の埋立容量が低減することになる．

近年の処分場の残存容量の逼迫を考慮すると，集水ポン

ドの設置については議論の余地が残されている．そのよ

うな背景の下，現在，多数の海面廃棄物処分場では浸出

水を集排水するシステムが確立されていない．すなわち，

海面廃棄物処分場の大部分は廃棄物浸出水に含有される

有害物質を浄化する能力を有しておらず，処分場内に存

在する有害物質は側面・底面遮水工構造の遮水・封じ込

め性能に応じて処理・保管されている．よって，海面廃

棄物処分場にて保管されている水溶性有害物質の浄化を

促進するためには，内陸廃棄物処分場にて実施されてい

るような，廃棄物浸出水を効率的に集排水する設備の導

入が必要である． 

本論文では，建設時から将来にわたって廃棄物処分場

の環境安全性を持続ならびに保障するため，鋼管矢板部

材であるH-H継手に「遮水・浄化促進」技術を導入する

 
 

図-2 内陸処分場における集排水設備 
 
 
 

 
(a) 全体図           (b) 断面図 

 
図-3 海面廃棄物処分場における集水ポンド 
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ことで，海面廃棄物処分場内における水溶性有害物質の

封じ込めに加え，水溶性有害物質の浄化促進をも期待で

きる鋼管矢板遮水壁の構築を提案している． 

 

 

2.  H-H継手を活用した遮水・浄化促進技術 
 

前章では，海面廃棄物処分場における水溶性有害物質

の封じ込めおよび浄化促進について紹介するとともにそ

れらが抱える課題について述べた． 

本章では，海面廃棄物処分場の封じ込めに対して重要

な役割を担う側面遮水工の一種である鋼管矢板遮水工を

紹介するとともに，鋼管矢板遮水工部材である H-H 継

手を有効活用した遮水・浄化促進技術を提案する． 

 

(1)   従来型継手と遮水処理 

海面廃棄物処分場では，L-T継手，P-P継手および P-T

継手など種々の形状を有する鋼管矢板部材が互いに継手

を嵌合しつつ，鋼管矢板遮水工として連続的に打設され

る（図-4(a)，(b)，(c)参照）．しかしながら，嵌合した

継手内部には通水空間が形成され，継手箇所を廃棄物浸

出水が流出する危険性は極めて高い．そこで，鋼管矢板

遮水壁の構築では，継手箇所の遮水性能を高める対策

（遮水処理）を施さなければならない． 

L-T 継手，P-P 継手および P-T 継手に対する遮水処理

では，鋼管矢板の打設後に継手空間内へ低透水性の袋詰

めモルタルやアスファルトを充填することで継手箇所の

透水係数を低下させる工法が一般的である．また，継手

の構造に対する遮水処理工法として，P-T 継手内へモル

タル充填とともに漏洩防止ゴム板を取り付け，スリット

入り鋼管を用いた改良型 P-T 継手（図-4(d)参照）が開発

され，袋詰めモルタルを充填した既存 P-T継手と比較し

て高い遮水性能を発揮できるとされている 5)． 

維持管理・補修について考慮すると，上述の遮水処理

では施工不良等によって水みちが生じた場合，継手の深

度方向に対してモルタル等が充填されているため，水み

ちの発生箇所を発見するのは困難である（図-5 参照）．

さらに，水みちの発生箇所をセンサー等により特定でき

たとしても，水みちに対する補修作業に困難が伴うこと

は想像に難くない．すなわち，50年あるいは 100年など

の長期にわたる供用を考慮した場合，遮水性能が低下し

た場合の維持管理・補修が困難な P-P，P-T，L-T および

改良型 P-T継手は，多くの問題を内包していると考えら

れる． 

 

(2)   H-H継手を施した連結鋼管矢板 

前節では P-P，P-T，L-T および改良型 P-T に代表され

る従来型継手を有する鋼管矢板遮水壁が抱える課題につ

いて述べた．このような種々の課題を解決すべく，近年，

「H-H 継手」ならびに「連結鋼管矢板」と呼ばれる全く

新しい鋼管矢板部材が開発された 6), 7), 8). 

H-H継手は異なる規格の 2つの H鋼を嵌合することで

継手箇所を形成するものであり，2 つの独立したフラン

ジ部ならびに継手内部の空洞空間で構成される．一方，

連結鋼管矢板とは，2本の鋼管を H鋼で剛結した建材で

あり，施工性に優れているという特徴を有している． 

H-H 継手に対する遮水処理は，互いの H 鋼フランジ

接触面に形成される 8～11 mm の隙間を有するフランジ

部に膨潤性止水材を接触面に塗布・接着することで遮水

機能を担保する（図-6 参照）6)．さらに，膨潤性止水材

により遮水処理が施された H-H継手の内部には 200×200 

mm 程度の空洞空間が形成され，H-H 継手フランジ部の

遮水特性に応じて空洞空間を有効活用することが可能で

ある．なお，膨潤性止水材が塗布・接着された H-H 継

手内部の土砂洗浄は，確実に実施できることを既往の知

見から実証されている 7)． 

H-H 継手を施した連結鋼管矢板の遮水性能について，

これまでに表-1 に示した種々の条件下で透水試験が実

   
モルタル等

鋼管 鋼管

 
(a) L-T 継手          (b) P-P 継手 

 

鋼管 鋼管

モルタル等

    
(c) P-T 継手          (d) 改良型P-T 継手 

 
図-4 従来型継手と遮水処理 

 
 
 

 

海域

廃棄物

処分場

グラウト
底部粘土層

水みち上面図

B-B’断面

B B’

施工不良等

 
(a) 理想状態          (b) 水みち発生時 

 
図-5 低透水性材料を充填する遮水処理の課題 

（例：P-T 継手） 
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施されている 6), 7), 8)．例えば，海面廃棄物処分場において

考慮しなければならない作用水圧 0.05 MPa（水頭差 5 

m）以下であれば，H-H 継手を施した連結鋼管矢板は人

工海水および淡水を用いた環境において同程度の遮水性

能を発揮し，接着する膨潤性止水材の厚さが 1，2 およ

び 3 mmのいずれにおいても廃棄物処分場の遮水工基準

である換算透水係数 ke  1×10-8 m/sを満足することが明ら

かとされている 6)．ここで，継手を介する鋼管矢板の遮

水性能は継手箇所および鋼管を一体とみなし，鋼管矢板

壁を厚さ 0.5 m の均一な透水層（遮水層）として換算し

た換算透水係数 ke によって評価されることが一般的で

ある 9)．なお，H-H 継手を施した連結鋼管矢板の遮水性

能は膨潤性止水材に依存しており，供用の経過とともに

膨潤性止水材の劣化が発生し，劣化の進行に伴って遮水

性能の低下が発生することは十分考えられる． 

 

(3)   H-H継手の空洞空間を活用した遮水・浄化技術 

水溶性有害物質を含んだ廃棄物浸出水が処分場内から

鋼管矢板遮水壁を通過して処分場外へ流出する場合，H-

H 継手内部の空洞空間を必ず通過しなければならない

（図-7(a)，(b)参照）．したがって，H-H 継手内部の空洞

空間を有効活用することで，遮水・浄化促進機能を有す

る鋼管矢板遮水工を構築することが可能であると考えら

れる． 

H-H 継手内部の空洞空間を有効活用した技術として，

(i)モルタル等を充填する，(ii)低水位環境を保持する（図

-7(c)参照）および(iii)高水位環境を維持する（図-7(d)参

照）の 3 つの技術が考えられる．(i)モルタル等を充填す

る技術は従来の継手の遮水処理と同様に，H-H 継手内部

の空洞空間に低透水性のモルタル等を充填することで水

みちの発生を防ぐ工法である．(ii)低水位環境を保持す

る技術は，H-H 継手内部の空洞空間に低水位環境を形成

することで，継手内部の空洞空間へ外部から水が流入す

る環境となり，流入した水をポンプ等で集排水すること

で遮水する工法である．また，(ii)低水位環境を保持す

る技術では，水溶性有害物質を含有し得る廃棄物からの

浸出水を揚水装置により排水するため，廃棄物の浄化を

図ることも期待できる．(iii)高水位環境維持する技術で

は，H-H 継手内部の空洞空間の水位を予め周囲より高め

ておくことで，継手内部の空洞空間から外部へ流出する

動水勾配を形成する遮水技術である． 

維持補修に関して考慮すると，(i)モルタル等を充填す

る工法は内部空間をモルタル等の不透水性の材料を充填

するため，従来の継手と同様，水みちに対する補修が困

難であることが予想される．(ii)低水位環境を保持する

工法および(iii)高水位環境を維持する工法では，いずれ

の方法においても継手内部の空洞空間は簡便に取り除く

ことが可能な水等が存在しているのみであり，膨潤性止

水材の劣化による遮水性能の低下等の長期的な管理，そ

れに伴う補修は比較的容易に実施できる．また，空洞空

間に低水位環境を保持あるいは高水位環境を維持する技

術では，空洞空間の水位の上昇あるいは下降の程度によ

って海域側および処分場側 H-H 継手フランジ部の透水

空洞
空間

300

300250

250

単位：mm

膨潤

充填膨潤性止水材
フランジ部

鋼管 鋼管

 
 

図-6 膨潤性止水材による遮水処理を施したH-H 継手 
 
 
 

表-1 H-H継手の遮水性能に対する既往の対象項目 
 

換算透水係数k e

（作用水圧：0.05 MPa）

止水材の厚み 厚み

止水材の位置 両面，片面

止水材の劣化 膨潤体膜強度

止水材の欠損 欠損率

海域の水質 塩水濃度

土砂等の混入 混入率

潮汐 乾湿繰返し回数

地震 繰返しせん断回数

k e ≦1.0×10-8 m/s

（遮水工基準：k e ≦1.0×10-8

m/s）

影響要因 パラメータ
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(a) 上面図            (b) C-C’ 断面 

 

   
(c) 低水位環境の保持       (d) 高水位環境の維持 

 
図-7 遮水・浄化促進技術（H-H 継手） 
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係数をモニタリングすることが可能である．例えば，低

水位環境を保持する技術を適用した場合，空洞空間の水

位上昇の程度が著しく大きければ，海域側および処分場

側 H-H 継手フランジ部両方あるいは片方に遮水性能の

低減が生じていると考えられる．すなわち，空洞空間の

水位の変化から H-H 継手フランジ部が設計どおりの遮

水性能を維持しているか否かを確認することもできる． 

海面廃棄物処分場の跡地利用を考慮に入れた場合，海

面廃棄物処分場は有害物質の完全な封じ込め機能および

優れた浄化機能を有することが望ましい．すなわち，H-

H 継手を海面廃棄物処分場の鋼管矢板遮水壁の継手とし

て採用した場合には，遮水・浄化促進機能を有すること

が望ましい．よって，本論文では H-H 継手の内部空間

を活用した諸技術の内，(ii)低水位環境を保持する技術

に着目して議論を進める． 

 

 

3.  遮水・浄化促進機能を有する鋼管矢板遮水壁 
 

本章では，H-H 継手内部の空洞空間に低水位環境を保

持した場合の水溶性有害物質の封じ込め性能および浄化

促進性能を検討する．具体的には，H-H 継手内部の空洞

空間に低水位環境を保持した場合の H-H 継手の浄化促

進性能を 3次元浸透・移流分散解析を実施することで議

論する． 

 

(1)   解析対象断面および解析条件 

本解析では，H-H 継手の封じ込め性能および浄化促進

性能を検討するにあたって，飽和・不飽和状態の浸透，

および移流分散に基づく地下水中での水，溶質の移動を

表現する有限要素解析コード「Dtransu-3D・EL」10)を用

いている． 

図-8 は本解析において設定した基本的な海面廃棄物

処分場の概要を示している．設定した海面廃棄物処分場

は，海面廃棄物処分場における鋼管矢板遮水壁ならびに

遮水壁近傍における構成層（廃棄物層および自然堆積粘

土層）の一部分に着目したものである．図-8 に示す処

分場では，廃棄物層下端ならびに海域の底部には粘土層

が堆積しており，自然堆積粘土層は海面廃棄物処分場に

おける底面遮水工としての役割を果たしている．なお，

本解析では，鋼管矢板遮水壁は自然堆積粘土層内に 3 m

根入れされていると仮定している． 

海面廃棄物処分場では，基本的に処分場内外の水位差

が 2 mを超えないように管理されている 2)．ここで，本

解析では上記管理水位を考慮するため，海域上面部に全

水頭H = 0 m，廃棄物層上面部には全水頭H = 2 mを境界

条件として与えている．なお，本解析における処分場の

境界端は全て非排水条件である．現在，廃棄物の大部分

は焼却処理された後，焼却残渣として廃棄物処分場に埋

め立てられる．したがって，近年建設された廃棄物処分

場では，焼却残渣に含有され得る重金属類が主な環境汚

染物質となっている．また，重金属類は水溶性であるこ

とから，海面廃棄物処分場から漏水が生じた場合，漏水

とともに移流分散作用によって処分場外へ重金属類が流

出する可能性がある．よって，本解析では廃棄物層を汚

染源と仮定し，有害物質（重金属類）濃度 C = 1を，廃

棄物層以外の領域には有害物質濃度 C = 0を初期条件と

して与えており，時間の経過に伴って濃度は変化する． 

本解析では，H-H 継手の封じ込め性能および浄化促進

性能を評価することに際し，図-9 に示すとおりモデル

化した H-H 継手フランジ部を用いている．解析を実施

する際には，H-H 継手フランジ部を通過して内部の空洞

空間へ流入する流量が等しくなるように H-H 継手フラ

ンジ部の透水係数を設定している（式(1)，(2)参照）．

具体的には，現実の H-H 継手フランジ部とモデル化し

廃棄物層 鋼管矢板遮水壁
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底部粘土層
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図-8 解析対象断面 
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図-9 H-H 継手フランジ部のモデル化 
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た H-H 継手フランジ部を通過する水の体積が同じとな

るように透水係数を換算しているため，H-H 継手内部の

空洞空間に流入する水の体積は等しくなっており，現実

に即したシミュレーションが可能である． 

 

(1) 

 

(2) 

 

ここで，Q：流量（m3/s），K：透水係数（m/s），B：

H-H継手フランジ部における透水箇所の幅（mm），L：

H-H継手の長さ（mm），D：H-H継手フランジ部の透水

長（mm），h：水頭差（m），k：モデル化後の透水係

数（m/s），b：モデル化後の H-H 継手フランジ部の幅

（mm），d：モデル化後の H-H 継手フランジ部の透水

長（mm）である． 

 

(2)   解析モデル 

本解析では，廃棄物層の影響が底部粘土層へ及ばない

場合ならびに影響が及ぶ場合の 2パターンの解析モデル

を用いて検討を実施している．具体的には，浄化促進性

能の評価では，廃棄物層の影響が底部粘土層へ及ばない

「浄化促進モデル I」（図-10 参照），ならびに影響が

及ぶ「浄化促進モデル II」（図-11 参照）を用いること

により検討している．さらに，封じ込め性能の検討でも，

廃棄物層の影響が底部粘土層へ及ぶ浄化促進モデル II

（図-11 参照）を用いている．なお，浄化促進モデル I

および浄化促進モデル II の導出の流れを図-12 に示して

いる．なお，本解析では，H-H 継手一箇所を対象として

いるため，中央に位置する H-H 継手以外の鋼管ならび

に継手箇所は全て不透水且つ不拡散としている． 

浄化促進モデル I（図-10 参照）では，継手内部の空

洞空間の水位を一定とした条件で H-H 継手の浄化促進

性能を評価するため，廃棄物層および処分場側 H-H 継

手フランジ部の 2つから構成される断面を用いている．

ここで，浄化促進モデル I（図-10 参照）における H-H

継手内部の空洞空間に保持される水位は，処分場側 H-H

継手フランジ部の空洞空間側端に全水頭を設定すること

で表現している．一方，浄化促進モデル II（図-11 参

照）は，海域，廃棄物層，海域側・処分場側 H-H 継手

フランジ部（以後，両方をまとめて“H-H 継手フランジ

部”と称する）および底部粘土層から構成されている．

浄化促進モデル II（図-11 参照）においても浄化促進モ

デル I と同様，H-H 継手内部の空洞空間に保持される水

位は海域側・処分場側 H-H 継手フランジ部の空洞空間

側端に全水頭を設定することで表現している．また，H-

H継手内部の空洞空間の最深部から 3 mの深度まではグ

ラウト遮水処理が施されているものとしている．さらに，

各モデルにおいて各構成層に与えた材料特性は，表-2

および表-3 に示すとおりである．ここで，本論文では

各構成層の水平および鉛直方向の透水係数が有害物質の

封じ込めおよび浄化促進性能に与える影響を検証する．

そのため，各構成層の透水係数以外の材料特性は一定と

している 10)．具体的には，有効間隙率について，粘土層

のそれは一般的に 0.4 程度と考えられているが 10)，本解

析では実流速がより速い状況である危険側を想定し底部

粘土層には 0.65を，H-H継手フランジ部およびグラウト

については 0.1 を，廃棄物層ならびに海域については 1

を与えた．次に，縦・横分散長に関しては，一般的に適

Q = K
h

D
B L= k

h
d b L

4.90
4.90

0.20
10.00

 
 

図-10 浄化促進モデル I 
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図-11 浄化促進モデル II 
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用される値である 0.1 m，0.01 m に各々設定した．続い

て，分子拡散係数に関して，重金属類の分子拡散係数は

一意に求まらないため水と同様 1.0×10-9 m2/s とした．最

後に，吸着係数については，重金属類の吸着能力が高い

と考えられる底部粘土層では R = 2，底部粘土層以外の

層ではR = 1とした． 

 

(3)   有害物質の封じ込め性能および浄化促進性能 

本節では，H-H 継手フランジ部に種々の透水係数を与

えた場合の浄化促進性能について検討を実施する．また，

海域側および処分場側両方の H-H 継手フランジ部が

k=1.0×10-9 m/s の遮水性能を有する場合において，種々の

条件をパラメトリックに変化させた場合の H-H 継手の

浄化促進性能について浄化促進モデル I（図-10 参照）

および浄化促進モデル II（図-11 参照）を用いて比較・

検討する．さらに，H-H 継手に遮水・浄化促進機能を適

用した場合の有害物質の封じ込め性能は浄化促進モデル

IIを用いることで検証している． 

本解析では，処分場側 H-H 継手フランジ部の空洞空

間側端（浄化断面）を通過する有害物質（重金属類）の

質量フラックス（単位面積および単位時間当りに通過す

る物質量）によって H-H 継手の浄化促進性能を評価し

ている（図-10および図-11参照）．さらに，H-H継手の

浄化促進性能については，浄化促進性能比を用いること

で種々の条件をパラメトリックに変化させた場合の影響

の度合いを定量的に求めている．また，有害物質の封じ

込め性能については，海域側 H-H 継手フランジ部の海

域側端断面（濃度測定断面）における有害物質の濃度に

よって評価を実施している（図-11 参照）．なお，H-H

継手の浄化促進性能，浄化促進性能比，ならびに有害物

質の封じ込め性能はいずれも定常状態によって評価を行

っている． 

図-13 は，浄化促進モデル I において，処分場側 H-H

継手フランジ部の透水係数を変化させた場合の有害物質

の濃度分布時刻暦を示している．また，図-14 および図-

15 は，処分場側 H-H 継手フランジ部の透水係数をパラ

メトリックに変化させた場合の経過時間に伴う浄化断面

を通過する有害物質の質量フラックスならびに処分場側

H-H 継手フランジ部の透水係数が k=1.0×10-11 m/s の場合

の浄化促進性能を規準とした場合における浄化促進性能

比を示している．図-13 によると，H-H 継手内部の空洞

空間に低水位環境を形成した場合，処分場側 H-H 継手

フランジ部の透水係数に関わらず，H-H 継手近傍から廃

棄物層における有害物質の浄化が進行する．また，処分

場側 H-H 継手フランジ部の透水係数が高いほうが浄化

範囲は広くなる．すなわち，処分場側 H-H 継手フラン

ジ部の透水係数が高いほうが広い範囲を浄化することが

できる．また，処分場側 H-H 継手フランジ部の透水係

数が高いほうが H-H 継手の浄化促進性能も優れている

（図-14 参照）．具体的には，浄化断面を通過する有害

物質の質量フラックスは経過時間に関わらず，処分場側
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図-12 解析断面導出の流れ 
 
 

表-2 材料定数（浄化促進モデル I） 
 

処分場側H-H 継手
フランジ部

（水平方向）

（鉛直方向）
有効間隙率 ― 1 0.1
縦分散長 m 0.1 0.1
横分散長 m 0.01 0.01

分子拡散係数 m2/s 1.0×10-9 1.0×10-9

遅延係数 ― 1 1

材料 単位 廃棄物層

透水係数
m/s 1.0×10-5 1.0×10-9

1.0×10-9透水係数 m/s 1.0×10-5

 
 
 
 

表-3 材料定数（浄化促進モデル II） 
 

H-H 継手
フランジ部

1.0×10-8 or
1.0×10-10 or

（水平方向） 1.0×10-12

1.0×10-8 or
1.0×10-10 or

（鉛直方向） 1.0×10-12

有効間隙率 ― 1 1 0.65 0.1 0.1
縦分散長 m 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
横分散長 m 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

分子拡散係数 m2/s 1.0×10-9 1.0×10-9 1.0×10-9 1.0×10-9 1.0×10-9

遅延係数 ― 1 1 2 1 1

1.0×10-11

1.0×10-11

グラウト

透水係数
m/s 1.0×10-5 1.0×10-9

透水係数 m/s 1.0×10-5 1.0×10-9

材料 単位 廃棄物層 底部粘土層海域

1.0×10 0

1.0×10 0
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H-H 継手フランジ部の透水係数が k = 1.0×10-7 m/s，k = 

1.0×10-9 m/s および k = 1.0×10-11 m/s のとき，各々約 3.4 

l/m2year，約 0.15 1/m2year，約 0.027 1/m2yearである．また，

k = 1.0×10-11 m/s の浄化促進性能を規準とした場合，k = 

1.0×10-9 m/sでは約 5.0倍，k = 1.0×10-7 m/sで約 120倍の浄

化促進性能を有する（図-15 参照）．すなわち，処分場

側 H-H 継手フランジ部の透水係数の上昇に伴い H-H 継

手の浄化促進性能向上の程度も大きくなる．これは，

透水係数の上昇に伴って移流の影響が卓越し，結果と

して，H-H継手の浄化促進性能が飛躍的に向上すること

が要因として考えられる．よって，H-H継手は処分場側

H-H継手フランジ部の透水係数を高めることで優れた浄

化促進性能を発揮する． 

図-16 は，浄化促進モデル I において，廃棄物層の透

水係数をパラメトリックに変化させた場合の経過時間

に伴う浄化断面を通過する有害物質の質量フラックス

を示している．また，図-17 は，廃棄物層の透水係数が

k = 1.0×10-5 m/s の場合の浄化促進性能を規準とした場合

における浄化促進性能比を表している．図-16 から，廃

棄物層の透水係数が H-H 継手フランジ部より低くなる

と H-H 継手の浄化促進性能も低減する．廃棄物層の透

水係数が k = 1.0×10-5 m/sおよび k = 1.0×10-8 m/s，H-H継手

フランジ部の透水係数が k = 1.0×10-9 m/sである場合，経

過時間に関わらず浄化断面を通過する有害物質の質量

フラックスは約 0.15 1/m2yearである．一方，廃棄物層の

透水係数が k = 1.0×10-11 m/sまで低下すると，経過時間に

関わらず浄化断面を通過する有害物質の質量フラック

スは約 0.055 1/m2year となる．また，H-H 継手の浄化促

進性能に関して，廃棄物層の透水係数が k = 1.0×10-11 m/s

の場合，k = 1.0×10-5 m/sおよび k = 1.0×10-8 m/sの場合と比

較して，浄化促進性能は約 0.4 倍まで低減する（図-17

参照）．この原因は，処分場から H-H 継手内部の空洞

空間への流入量は H-H 継手フランジ部と廃棄物層の透

水係数が低い方の影響を受けるためと考えられる．す

なわち，廃棄物層の透水係数が処分場側 H-H 継手フラ

ンジ部の透水係数より高い場合，処分場側 H-H 継手フ

ランジ部を通過して空洞空間へ流入する流量は H-H 継

手フランジ部の透水係数によって決まる．一方，廃棄

物層の透水係数が処分場 H-H 継手フランジ部の透水係

数より低い場合，廃棄物層を流れる水の流速は処分場

側 H-H 継手フランジ部を流れる水の流速より緩慢にな

る．その結果，H-H継手フランジ部を通過して空洞空間

へ流入する流量も減少する．そのため，移流に伴う有

害物質の浄化促進が抑制されるものと考えられる． 

図-18 は，浄化促進モデル I において，H-H 継手内部

の空洞空間に保持する水位をパラメトリックに変化さ

せた場合の経過時間に伴う浄化断面を通過する有害物

質の質量フラックスを示している．また，図-19 は，H-

H 継手内部の空洞空間に保持する水位が-10 m の場合の

浄化促進性能を規準とした場合における浄化促進性能比
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図-13 浄化促進モデル Iによる有害物質の濃度分布時刻暦 
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図-14 処分場側H-H 継手フランジ部の透水係数と 

            浄化断面における物質の質量フラックス 
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図-15 処分場側H-H 継手フランジ部の透水係数と 

                      浄化断面における有害物質の浄化促進性能比 
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を表している．図-18 から，H-H 継手内部の空洞空間の

水位を低位置に保持するほうが H-H 継手の浄化促進性

能は高くなる．例えば，H-H 継手内部の空洞空間に保持

する水位が-10 m の場合，経過時間に関わらず浄化断面

を通過する有害物質の質量フラックスは約 0.15 1/m2year

である．一方，H-H継手内部の空洞空間の水位を-5 mあ

るいは-1 mに保持した場合，浄化断面を通過する有害物

質の質量フラックスは各々約 0.095 1/m2year，約 0.055 

1/m2year であり，空洞空間内に保持する水位の上昇に伴

い浄化性能は低下する．これは，空洞空間の水位が高く

なることによって空洞空間へ流入する廃棄物層からの浸

出水量が低減し，結果として，浸出水とともに移流する

有害物質量も減少するためである．また，空洞空間に-

10 m，-5 m，あるいは-1 mの水位を保持した場合の浄化

性能について，空洞空間の水位が-10 m の場合を規準と

すると，-5 mの場合は 0.66倍，-1 mの場合は 0.37倍まで

低下する（図-19 参照）．すなわち，空洞空間内に保持

する水位の上昇の程度と比較して H-H 継手の浄化性能

の低下の度合いは小さい．具体的には，水位を-10 m か

ら 10分の 1である-1 mに仮定したとしても浄化性能は 3

分の 1程度までしか低下しない．このような結果が得ら

れる要因として，拡散に伴う有害物質の浄化促進が卓越

していることが挙げられる．以上より，H-H 継手が浄化

促進性能を発揮するには H-H 継手内部の空洞空間にお

いて低水位を保持することが重要であり，今回の解析モ

デルでは水位を-10 m に維持することで，より優れた浄

化促進性能を発揮できる． 

図-20 は，浄化促進モデル II において，底部粘土層の

透水係数を 1.0×10-8 m/sとした場合における 100年経過時

点での有害物質の濃度分布時刻暦を示している．また，

図-21 および図-22 は，底部粘土層の透水係数をパラメ

トリックに変化させた場合の経過時間に伴う浄化断面を

通過する有害物質の質量フラックスおよび濃度測定断面

における有害物質の濃度を各々示している．図-20 によ
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図-16 廃棄物層の透水係数と浄化断面における 

有害物質の質量フラックス 
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図-17 廃棄物層の透水係数と浄化断面における 

物質の浄化促進性能比 
 
 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0 20 40 60 80 100 120

経過時間　（years）

有
害

物
質
の

質
量
フ

ラ
ッ

ク
ス

　
（

1 
/ m

2 ・
ye

ar
）

 
図-18 H-H継手内部の空洞空間に保持される水位と 

                            浄化断面における有害物質の質量フラックス 
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図-19 H-H 継手内部の空洞空間に保持される水位と 

                            浄化断面における有害物質の浄化促進性能比 
 
 

廃棄物層の透水係数

（m/s）

1.0×10
-5

1.0×10
-8

1.0×10
-11

凡例

廃棄物層の透水係数

（m/s）

1.0×10
-8

1.0×10
-11

凡例
空洞空間の水位

（m）

-1

-5

-10

凡例

空洞空間の水位

（m）

-1

-5

凡例

土木学会論文集C（地圏工学）, Vol. 67, No. 2, 216-227, 2011.

224



 

 

ると，底部粘土層の透水係数がいずれの場合においても，

廃棄物層に存在する有害物質の底部粘土層への流出が発

生する．一方，図-21 から，底部粘土層の透水係数が変

化しても，H-H 継手の浄化促進性能に影響を及ぼさない．

例えば，H-H 継手の浄化促進性能について，底部粘土層

の透水係数が k = 1.0×10-8 m/sの場合の処分場側H-H継手

フランジ空間側端を通過する有害物質の質量フラックス

は約 0.12 1/m2year，k = 1.0×10-12 m/s の場合も約 0.12 

1/m2year であり，同等の浄化促進性能を示している．こ

れは，底部粘土層の透水係数に関わらず H-H 継手内部

の空洞空間に流入する廃棄物層からの浸出水量は同じで

あるため，浸出水に含有される有害物質量も同じとなっ

ているからである．しかしながら，上述したとおり，廃

棄物層の影響が底部粘土層に及ばない場合の浄化促進性

能は約 0.15 1/m2yearであることから，底部粘土層を不透

水かつ不拡散である場合のほうが浄化促進性能は優れて

いると考えられる．この要因として，底部粘土層へ廃棄

物層の影響が及ばない場合，廃棄物層に存在する有害物

質は唯一の流出経路である H-H 継手に集中するので，

結果として，H-H 継手の浄化促進性能が高くなることが

挙げられる． 

有害物質の封じ込めについて考慮すると，H-H 継手に

遮水・浄化促進機能を適用することで有害物質の流出量

を低減できる．特に，H-H 継手を通過して海域へ流出す

る有害物質は継手内部の空洞空間において排除されるた

め，側面からの流出する可能性は限りなく低いと考えら

れる．また，底部粘土層からの流出に関して考えると，

底部粘土層の透水係数は低い方が望ましい（図-22 参

照）．底部粘土層の透水係数が k = 1.0×10-8 m/sの場合，

100 年経過後の濃度測定断面における有害物質の濃度は

約 18%である．一方，底部粘土層が k = 1.0×10-12 m/sの透

水係数を有する場合，濃度測定断面における有害物質の

濃度は約 1.8%である．これは，底部粘土層の透水係数

の上昇に従って移流に伴う有害物質の流出が促進される

ためである．さらに，底部粘土層の透水係数が k = 

1.0×10-10 m/sの場合と k = 1.0×10-12 m/sの場合を比較すると，

100 年経過時点での濃度測定断面における有害物質の濃

度はいずれも約 1.8%でほぼ同等である．この理由とし

て，底部粘土層の透水係数が k = 1.0×10-10 m/s以下であれ

ば，移流の影響はほとんど受けず有害物質の拡散によっ

て流出が発生するためである． 

H-H継手の浄化促進機能および処分場の有害物質の封

じ込め機能の両方を考慮すると，海面廃棄物処分場の底

部には不透水かつ不拡散な遮水工を構築することが望ま

しい．ただし，実際には底部粘土層を遮水工として用い

ることになることから，本解析モデルを基に考えると，

底部粘土層の透水係数をk = 1.0×10-10 m/s以下にすること

で優れた水溶性有害物質の封じ込め機能を発揮できる． 

 

 

 
図-20 浄化促進モデル IIによる有害物質の濃度分布時刻暦 
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図-21 底部粘土層の透水係数と浄化断面における 

有害物質の質量フラックス 
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図-22 底部粘土層の透水係数と濃度測定断面における 

                         有害物質の濃度 
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4.  おわりに 
 

本論文では，H-H 継手内部の空洞空間に低水位環境を

保持した場合について，種々の条件をパラメトリックに

変化させたときの H-H 継手の有害物質の封じ込め性能

ならびに浄化促進性能について評価を行った．本論文で

得られた知見は以下のとおりである． 

(1) H-H 継手内部の空洞空間に低水位環境を保持するこ

とで，鋼管矢板遮水壁を通過して海域へ流出する有

害物質の発生を防ぐことができる． 

(2) 遮水・浄化促進機能を有する（空洞空間に低水位環

境を保持する）H-H 継手の有害物質の浄化促進性能

は，処分場からの浸出水量の増大に伴って向上する． 

(3) 処分場内に存在する有害物質の封じ込めを達成する

ためには，底面遮水工の遮水性能を向上させること

も重要である． 

上述したとおり，遮水・浄化促進j機能を有するH-H継

手を鋼管矢板遮水壁として適用した場合，海面廃棄物処

分場において求められる水溶性有害物質の封じ込めなら

びに浄化を効果的に図ることができる．ただし，遮水・

浄化促進j機能を有するH-H継手を実現場にて用いるにあ

たっては以下に示すことを考慮するべきであり，各々に

対して今後の取り組む必要がある． 

(1) 側面・底面遮水工を総合的に考慮した技術開発が必

要であると考えられる．これは，側面遮水工である

鋼管矢板遮水壁の遮水性能が向上した場合でも，長

期的には廃棄物浸出水が底面遮水工を経由して，側

面遮水工下端を回り込む経路で流出するためである． 

(2) H-H継手フランジ部の遮水性能が低下した場合につ

いて，遮水性能の低下箇所の探知方法について考慮

する必要があると考えられる．H-H継手内部の空洞

空間に低水位環境あるいは高水位環境を形成するこ

とで，H-H継手フランジ部の遮水性能はモニタリン

グ可能である．しかしながら，効果的に補修を実施

するためには遮水性能低下の発生箇所を簡便に探知

できる方法が求められる． 

(3) H-H継手フランジ部の遮水性能について，補修技術

を確立する必要があると考えられる．(2)とも関連す

るが，H-H継手フランジ部の遮水性能が低下した場

合の補修技術については未だ確立されていない．現

在，H-H継手フランジ部の遮水性能が低下した場合，

粘性状態の膨潤性止水材を遮水性能の低下箇所に注

入することで対処することが考えられている．ただ

し，上記の技術によるH-H継手フランジ部の遮水性

能向上の検討は実施されていない．よって，H-H継

手フランジ部の遮水性能向上に対して膨潤性止水材

の注入が効果的か否かを検討する必要がある． 

(4) 水溶性有害物質の浄化を図るにあたって，遮水・浄

化促進技術の効果的な適用位置を明らかにする必要

があると考えられる．本論文では，継手1箇所当りの

浄化促進性能を追究したが，実際の海面廃棄物処分

場では継手が数十，あるいは数百箇所存在すること

になる．すなわち，遮水・浄化促進技術の適用位置

について知見を有することで，水溶性有害物質の浄

化を効果的に図ることが可能であると考えられる． 
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LEACHATE CONTROL TECHNOLOGY USING JOINT INTERIOR SPACE OF 
SPSP CUTOFF WALLS AT LANDFILL SITES 

 
Shinya INAZUMI, Makoto KIMURA and Toshimitsu KAKUDA 

 
This paper proposes leachate control technology using H-H joint interior space as a part of steel pile 

sheet pipe cutoff walls in coastal landfill site from a long-term perspective. In addition, the containment 
and remediation performance of the H-H joint in landfill site was evaluated by seepage and advec-
tion/dispersion analysis. The H-H joint was able to perform the containment and the remediation func-
tions by keeping the low water-level at H-H joints interior space. Moreover, the leachate control technol-
ogy using H-H joint interior space demonstrates it’s possible to contain water-soluble toxic substances in 
landfill sites and remediate them. 
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